
【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目科目科目科目 金額金額金額金額 科目科目科目科目 金額金額金額金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産
14,193

  固定負債
2,105

    有形固定資産
10,264

    地方債
1,977

      事業用資産
5,665

    長期未払金
-

        土地
732

    退職手当引当金
107

        立木竹
-

    損失補償等引当金
-

        建物
12,520

    その他
20

        建物減価償却累計額
-7,756

  流動負債
354

        工作物
780

    １年内償還予定地方債
253

        工作物減価償却累計額
-619

    未払金
-

        船舶
-

    未払費用
-

        船舶減価償却累計額
-

    前受金
-

        浮標等
-

    前受収益
-

        浮標等減価償却累計額
-

    賞与等引当金
79

        航空機
-

    預り金
22

        航空機減価償却累計額
-

    その他
-

        その他
-

負債合計
2,458

        その他減価償却累計額
-

【純資産の部】

        建設仮勘定
8

  固定資産等形成分
15,395

      インフラ資産
4,463

  余剰分（不足分）
-2,088

        土地
274

        建物
19

        建物減価償却累計額
-6

        工作物
21,665

        工作物減価償却累計額
-17,749

        その他
-

        その他減価償却累計額
-

        建設仮勘定
261

      物品
1,118

      物品減価償却累計額
-981

    無形固定資産
11

      ソフトウェア
10

      その他
1

    投資その他の資産
3,917

      投資及び出資金
1,612

        有価証券
-

        出資金
1,612

        その他
-

      投資損失引当金
-

      長期延滞債権
47

      長期貸付金
-

      基金
2,262

        減債基金
146

        その他
2,116

      その他
-

      徴収不能引当金
-4

  流動資産
1,573

    現金預金
349

    未収金
23

    短期貸付金
-

    基金
1,202

      財政調整基金
1,202

      減債基金
-

    棚卸資産
-

    その他
-

    徴収不能引当金
-2

純資産合計
13,307

資産合計
15,766

負債及び純資産合計
15,766

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

（令和5年3月31日現在）



１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　①　有形固定資産………………………………取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　ア　昭和59年度以前に取得したもの………再調達原価

　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　　イ　昭和60年度以後に取得したもの

　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価

　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　②　無形固定資産………………………………取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価

　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①　満期保有目的有価証券……………………償却原価法（定額法）

　②　満期保有目的以外の有価証券

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの……………………取得原価（又は償却原価法（定額法））

　③　出資金

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの……………………出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　該当資産なし

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　建物　　15年～50年

　　　　　工作物　10年～60年

　　　　　物品　　3年～15年

　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

　③　リース資産

　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

　　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法

　①　徴収不能引当金

　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　②　退職手当引当金

　　　期末自己都合要支給額を計上しています。

　③　賞与等引当金

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

　　　部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法

　①　ファイナンス・リース取引

　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　②　オペレーティング・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。　

(8)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　①　物品及びソフトウェアの計上基準

　　　物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。

　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

　②　資本的支出と修繕費の区分基準

　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下

　　　であるときに修繕費として処理しています。



【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】

会計：一般会計等 （単位：百万円）

    その他

-

純行政コスト

5,570

    その他

-

  臨時利益

8

    資産売却益

8

    資産除売却損

0

    投資損失引当金繰入額

-

    損失補償等引当金繰入額

-

純経常行政コスト

5,578

  臨時損失

0

    災害復旧事業費

-

  経常収益

105

    使用料及び手数料

26

    その他

79

      社会保障給付

292

      他会計への繰出金

566

      その他

1

        その他

41

    移転費用

2,354

      補助金等

1,495

      その他の業務費用

56

        支払利息

10

        徴収不能引当金繰入額

5

        維持補修費

201

        減価償却費

677

        その他

-

        その他

124

      物件費等

2,164

        物件費

1,286

        職員給与費

906

        賞与等引当金繰入額

79

        退職手当引当金繰入額

-

  経常費用

5,683

    業務費用

3,330

      人件費

1,110

行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書

自　令和4年4月1日

至　令和5年3月31日

科目科目科目科目 金額金額金額金額



【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：百万円）

固定資産
固定資産
固定資産
固定資産


等形成分等形成分等形成分等形成分

余剰分
余剰分
余剰分
余剰分


(不足分)(不足分)(不足分)(不足分)

前年度末純資産残高
13,315 15,349 -2,033

  純行政コスト（△）
-5,570 -5,570

  財源
5,570 5,570

    税収等
4,926 4,926

    国県等補助金
644 644

  本年度差額
0 0

  固定資産等の変動（内部変動）
54 -54

    有形固定資産等の増加
321 -321

    有形固定資産等の減少
-677 677

    貸付金・基金等の増加
552 -552

    貸付金・基金等の減少
-142 142

  資産評価差額
- -

  無償所管換等
-8 -8

  その他
- - -

  本年度純資産変動額
-8 46 -54

本年度末純資産残高
13,307 15,395 -2,088

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

自　令和4年4月1日

至　令和5年3月31日

科目科目科目科目 合計合計合計合計



【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】

会計：一般会計等 （単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高

22

本年度歳計外現金増減額

0

本年度末歳計外現金残高

22

本年度末現金預金残高

349

    その他の収入

-

財務活動収支

-198

本年度資金収支額

-171

前年度末資金残高

498

本年度末資金残高

327

  財務活動支出

256

    地方債償還支出

253

    その他の支出

3

  財務活動収入

58

    地方債発行収入

58

    貸付金元金回収収入

9

    資産売却収入

93

    その他の収入

-

投資活動収支

-635

【財務活動収支】

    貸付金支出

9

    その他の支出

-

  投資活動収入

194

    国県等補助金収入

14

    基金取崩収入

78

【投資活動収支】

  投資活動支出

829

    公共施設等整備費支出

321

    基金積立金支出

417

    投資及び出資金支出

82

  臨時支出

-

    災害復旧事業費支出

-

    その他の支出

-

  臨時収入

-

業務活動収支

662

  業務収入

5,658

    税収等収入

4,928

    国県等補助金収入

630

    使用料及び手数料収入

26

    その他の収入

74

    移転費用支出

2,354

      補助金等支出

1,495

      社会保障給付支出

292

      他会計への繰出支出

566

      その他の支出

1

    業務費用支出

2,642

      人件費支出

1,108

      物件費等支出

1,494

      支払利息支出

10

      その他の支出

31

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

自　令和4年4月1日

至　令和5年3月31日

科目科目科目科目 金額金額金額金額

【業務活動収支】

  業務支出

4,996


